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-------------------------------------------------------------------------------------- 

「年収の壁」対策のキャリアアップ 

助成金（社会保険適用時処遇改善 

コース）が新設されました 

厚生労働省は、年収の壁・支援強化パッケージと

して、キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇

改善コース）を新設し、2023 年 10 月 20 日から手

続きを開始しました。 

キャリアアップ計画書を作成した上で、要件とされ

る取組みを６か月間継続した後、２か月以内に申請

をします。 

◆対象となる労働者 

・2023 年 10 月以降、新たに社会保険の被保険者

の要件を満たす者であること 

・社会保険加入日の６か月前の日以前から継続し

て雇用されていること 

・社会保険加入日から過去２年以内に同事業所で

社会保険に加入していないこと 

◆手当等支給メニュー 

事業主が労働者に社会保険を適用させる際に、

「社会保険適用促進手当」の支給等により労働者

の収入を増加させる場合に助成されます。助成額は、

労働者１人あたり中小企業で 10 万円（大企業は

7.5 万円）が６か月ごとに、３年目までの合計で最大

50 万円(大企業は 37.5 万円)支給されます。 

【要件となる取組み】 

① １年目：賃金の 15％以上を追加支給 

② ２年目：賃金の 15％以上を追加支給＋３年目

以降の取組み 

③ ３年目：賃金の 18％以上を増額 

 

◆労働時間延長メニュー 

 所定労働時間の延長により社会保険を適用させ

る場合に、事業主に対して助成を行うものです。以

下の表の①～④のいずれかの取組みを行った場合

に、労働者１人あたり中小企業で 30 万円（大企業

は 22.5 万円）が支給されます。 

【要件となる取組み】 

① 週所定労働時間を４時間以上延長 

② 週所定労働時間を３時間以上４時間未満延

長＋５％以上の賃金の増額 

③ 週所定労働時間を２時間以上３時間未満延

長＋10％以上の賃金の増額 

④ 週所定労働時間を１時間以上２時間未満延

長＋15％以上の賃金の増額 

◆併用メニュー 

助成額は、下記①で上記の「手当等支給メ

ニュー」と同じ労働者１人あたり６か月ごとに 10 万円

（大企業 7.5 万円）、②で労働者１人あたり 30 万

円（大企業は 22.5 万円）が支給されます。 

【要件となる取組み】 

① １年目：賃金の 15％以上を追加支給 

② ２年目：労働時間延長メニューの①～④に同じ 

 

「人事制度や雇用慣行を変える必要性があ

る」と感じている企業は 61.5％ 

～リクルート「企業の人材マネジメントに関す

る調査 2023 人事制度／人事課題編」よ

り 

デジタルテクノロジーの発展や、消費者ニーズの多

様化、また予期せぬパンデミックの発生等で、ビジネ

スを取り巻く環境は、とてつもないスピードで変化して

います。株式会社リクルートが人事制度や人材の活
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用をテーマとしたアンケート調査を人事担当者向け

に実施し、その結果が公表されました。従業員規模

30 人以上の企業に勤める 2,761 人が集計対象と

なっています。 

◆調査結果のポイント 

○「事業戦略やビジネスモデルを変化させる必要性

を感じている」…60.0％ 

○「３年前と比較して人事管理や人材活用の難易

度が高まったと感じている」…34.6％ 

○「人事制度や雇用慣行を変える必要性を感じて

いる」…61.5％ 

 その理由として、①既存従業員のモチベーションを

高めるため（57.7％）、②組織の多様性を高めるため

（41.0％）、③採用市場で自社が必要とする人材の

確保が難しいため（40.6％）と回答しています。 

○「環境変化に応じて人事制度や雇用慣行の適

応ができている」…42.8％ 

と回答した企業は、「従業員規模 1,000 人以上、グ

ローバルでもビジネス展開、設立 20 年以内」の割

合が５割以上でした。 

◆現在、人事課題だと感じているもの 

 具体的に、企業の人事担当者が「現在、人事課

題だと感じているもの」を聞いたところ、「次世代リー

ダーの育成（37.6％）」、「従業員のモチベーション維

持・向上（35.0％）」、「管理職のマネジメントスキル

向上（31.0％）」が上位に並びました。 

 ほかにも、「中途採用・キャリア採用の強化

（26.9％）」、「若手社員の定着率向上（25.2％）」な

ど、人材確保につながる項目が選択されることから

も、深刻化する人手不足への課題が見えてきます。 

ビジネス環境にも、自社にも合った人事制度の見

直し・検討・運用が期待されます。 

 

12 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

31 日 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事

務所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状

況報告書の提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞

［公共職業安定所］ 
○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 3 期＞

［郵便局または銀行］ 
※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 

本年最後の給料の支払を受ける日の前日まで 
○ 年末調整による源泉徴収所得税の不足額徴

収繰延承認申請書の提出 
［給与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 給与所得者の保険料控除申告書、給与所得

者の配偶者控除等申告書、 
住宅借入金等特別控除申告書、給与所得者

の基礎控除申告書、 
所得金額調整控除に係る申告書の提出［給

与の支払者（所轄税務署）］ 
※提出・納付期限が、土曜・日曜・祭日と重な

る場合は、翌日になります。 
 
12 月は「職場のﾊﾗｽﾒﾝﾄ撲滅月間」です 

 ハラスメントのない職場づくりを推進しましょう。 

 
当事務所よりひと言 

2023 年も残りわずかとなりました。夏の猛暑から

11 月末での夏日など、気候変動が激しい一年でし

た。お身体にご自愛くださいませ。 

来年も引続きお客様のお役に立てるよう益々精

進して参ります。 

 どうぞ良いお年をお迎えください。 

代表：冨博明・職員一同 


